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デスティネーション・リゾーツ＆ホテルズ・マネジメント株式会社 様

Microsoft 365へダイレクト接続する最新サービスで
大規模テレワーク導入のセキュリティを担保
Microsoft 365が提供するMicrosoft Teamsはテレワークを実現するために有効なツールだ。大和リゾート（現：デスティネーショ
ン・リゾーツ＆ホテルズ・マネジメント株式会社）は、2020年4月からテレワークの本格導入を決定。グループのセキュリティポリシー
上、Microsoft 365へダイレクト接続が可能なサービスを模索していた。そこでIIJから提案を受けたMicrosoft 365にダイレクト接
続可能な新サービス「IIJ クラウドエクスチェンジサービス for Microsoft Azure Peering Service」を他社に先駆けて導入した。

かった。さらにM365では、1人あたり30
～40といった多くのセッションと通信帯域
を使うため、大和リゾートの2000人規模
の従業員がテレワークに移行したときにグ
ループの他の企業の通信に影響を与える
懸念もあった。
　大和リゾートの近藤章氏は次のように
説明する。「これまでも回線とプロキシサー
バがボトルネックになり、非常に遅かったの
が現実です。M365とダイレクト接続でき
る回線の解決策を探し、グループの情報シ
ステム会社であるメディアテックに相談した
ところ、IIJを紹介されました」

 選定の決め手

Microsoft 365とダイレクト接続
可能な新サービスを提案

　自社のネットワークから直接、M365にダ
イレクト接続が可能で、テレワークに耐えら
れるだけのネットワーク構成を求めて、大和
リゾートはIIJに相談を持ちかけた。IIJは、
2019年11月にM365を含むMicrosoft 
Azureとのダイレクト接続を提供する「IIJ 
クラウドエクスチェンジサービス for
Microsoft Azure Peering Service」のリ
リースを控えていて、これがちょうど要件に
マッチするとして大和リゾートに提案した。
この新サービスの提供開始は2020年4
月で大和リゾートのテレワーク実施と同時
期であり、その前にPreview期間として事
前のテレワーク試行にも対応可能であるこ
とがわかった。
　大和リゾートはIIJを含めた数社に提案
を求めたが、要件を満たす提案はIIJのもの
だけだった。テレワークプロジェクトが始動
した2019年9月になると、テレワーク実施
まで半年しか残り時間はない。「迷ってい
る暇はありませんでした。良いと判断した

IIJの新サービスで前に進めて、うまくいかな
かったら改めて別のソリューションを探せば
いいと考えていました」（近藤氏）。
　ネットワーク構成の中心は、IIJ クラウドエ
クスチェンジサービス for Microsoft Azure 
Peering Serviceを使ったMicrosoftのク
ラウドサービスとのダイレクト接続。M365
のTeamsを活用するため、セキュリティポリ
シーに抵触せず信頼性と必要な帯域を確
保できるようにした。
　同時に、「IIJクラウドプロキシサービス」
を利用し、M365で大量に発生するセッ
ション情報を管理するためのプロキシサー
バをクラウド化。これにより、プロキシサー
バの運用工数と、プロキシサーバ自体にか
かる負荷を削減した。

 導入後の効果

社内LAN接続と変わらない
テレワーク環境を実現

　今回IIJからは、ネットワークだけでなく、
M365利用に必要なライセンスや認証
サービスも含めて提供。上記の構成で、
2020年4月のテレワーク実施を安心して
迎えられるはずだったが、2020年の年初
からの新型コロナウイルスへの対応で、テ
レワーク開始が前倒しとなった。大和リゾー
トのシステム管理グループでは、パソコンの
セットアップを順次進めると同時に、IIJの
サービスを利用したネットワークのカットオー
バーを急いだ。
　3月上旬には、新しいネットワークの

Preview利用と、約200台のテレワーク
用のパソコンの準備が整い、Teamsを利
用したコミュニケーション基盤が前倒しで
本番利用可能になった。高田氏は、「カッ
トオーバーの時点では大きな混乱もなく、
Teamsを利用したテレワーク環境が実際
に動き出しました」と胸をなでおろす。
　実は大和リゾートではTeams利用時の
もう1つの課題への対応も進めている。
それが外線電話の取り扱いだ。「働き方
改革を推進していくと、会社宛の外線電話
をテレワーク中の従業員でも受けられる仕
組みが必要になります」と近藤氏は話す。
IIJに相談すると、ソフトバンクが提供してい
るクラウドPBXを利用したTeams向けの
音声通話サービス「UniTalk」の情報が得
られた。Teamsの通話機能で固定電話
番号による発着信が可能になる国内初の
サービスで、大和リゾートではテレワークに
必須の機能として導入に向けた検証を
行っている。
　テレワーク用のノートPC とTeamsの
活用によるテレワーク環境整備で、「どこに
いても99％以上は社内LANのデスクトッ
プと同じ業務ができます。IIJの提案で構
築したネットワークにより、セキュリティポリ
シーに合致した上で利用者に快適なインフ
ラが整備できたと感じています」と高田氏
は満足感を示す。事務所をなくす意気込
みでスタートする大和リゾートの本格的なテ
レワークを、IIJの最新サービスが見えない
ところで支えている。

 導入前の課題

テレワークへの完全移行を計画
セキュリティポリシーの壁に直面

　大和ハウスグループの一員で「DAIWA 
ROYAL HOTEL」の運営などリゾート事業
を手掛ける大和リゾートは、2020年に大き
な執務スタイルの転換を目指していた。急
速に広まりつつある「テレワーク」を、一部
の従業員が利用するものではなく、全社の
基本にしてしまおうという大胆なものだ。
将来的には東京の有明地区にある本社、
大阪の西日本支社などの事業所を必要
最低限に縮小し、基本的な業務をテレワー
クで行おうという一大プロジェクトである。
　大和リゾートの高田真次氏は、「本社の

ある有明地区は2020年夏の世界的ス
ポーツイベントの会場予定地となっており、
その時期の通勤問題が1つのきっかけで
した。2020年4月からテレワークを実施
するということで検討が始まりました」と振
り返る。
　テレワークの基盤には、マイクロソフトが
Microsoft 365で提供するコミュニケー
ションプラットフォームの「Microsoft
Teams」（以下、Teams）を採用。Teams
はチャットなどの文字のコミュニケーション
だけでなく、通話やテレビ会議、資料などを
共有した共同作業などもできるツールで、テ
レワークの基盤としての機能が備わってい
る。大和ハウスグループですでにM365
を採用していたことも採用を後押しした。
　ただし、課題もあった。それは社内ネット
ワークからM365に接続する回線の問題
で、大和ハウスグループのセキュリティポリ
シーとしてダイレクト接続が必須だった。従
来は大和ハウスグループのプロキシサーバ
を介して外部クラウドサービスとダイレクト
接続していたが、帯域が潤沢とは言えな

・完全テレワークへの移行を目指し、コミュニケーションツールとして
Microsoft Teamsを快適に利用できる環境が求められた

・Microsoft 365の利用は大和ハウスグループのセキュリティポリ
シーでダイレクト接続が必要

・Microsoft 365を本格的に活用するとプロキシサーバの容量が不
足することが明らかだった

・Microsoft 365へのダイレクト接続やクラウドプロキシを、プロジェ
クト開始から約半年で整備

・社内LANのデスクトップと同じ業務ができるテレワーク環境を実現

・クラウドPBXを利用したTeams向けの音声通話サービス「UniTalk」
も検証中
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システム概要図

ユーザプロフィール
デスティネーション・リゾーツ＆ホテルズ・マネジメント株式会社
本 社 東京都江東区有明三丁目7番18号 有明セントラルタワー10階
設 立　1973年
連結売上高　466億9,800万円（2018年3月期）
従業員数　2,011人
大和ハウスグループの企業で、ホテル「DAIWA ROYAL HOTEL」の運営管理を手掛ける。
宿泊施設に加えて、レストランや宴会場、ゴルフ場、プールその他のスポーツ施設、遊戯施設と
いったリゾート施設全般の運営管理を行う。本社および各地の事業所を縮小し、テレワークを
中心とした柔軟な働き方に移行を目指す働き方改革の先進企業でもある。
https://accor-resorts-japan.jp/

・本記事は2020年３月に取材した内容を基に構成しています。記事内のデータや組織名、役職などは取材時のものです。
ただし、2023年の事業譲渡に伴い、社名とプロフィールのみ変更しています。

・会社名及びサービス名などは、各社の登録商標または商標です。

■ IIJクラウドエクスチェンジサービス for Microsoft Azure Peering Service
■ IIJクラウドプロキシサービス
■ IIJクラウドサブスクリプションライセンス
■ IIJ IDサービス
■ IIJ Omnibusサービス

■ 導入したサービス・ソリューション■




